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009795
スタンプ



 

別紙 

申 請 事 項 記 載 書 

 

１ 調査の名称 

科学技術研究調査 

 

２ 変更の内容 

変更案 変更前 変更理由 

４ 報告を求める者 

（２）選定の方法 

【調査票甲（企業等Ａ）及び（企業等Ｂ）】 

（□全数 ■無作為抽出 □有意抽出） 

経済構造統計の結果及び過去の調査結果から作成した

母集団名簿に基づき、前年度の研究実施の有無（２区分）

を加味した資本金階級（４区分）及び産業（40区分）の

各層から所要の企業数を抽出。 

ただし、資本金又は出資金が 10 億円以上の企業、前年

度に研究を実施している資本金又は出資金が１億円以上

10億円未満の企業及び産業連関表において生産活動主体

が「産業」に分類されている法人（独立行政法人にあっ

ては独立行政法人となる前に産業連関表において生産活

動主体が「産業」に分類されていた法人）については、

全数を調査。 

抽出する調査対象企業数は、全調査対象数からしっ皆

対象の企業数を減じた数を総数とし、層別（抽出層の研

究実施の有無（２区分）・資本金階級（４区分）×産業（40

区分））にネイマン配分により標本数を配分し、従業者規

模に応じて系統抽出。 

４ 報告を求める者 

（２）選定の方法 

【調査票甲（企業等Ａ）及び（企業等Ｂ）】 

（□全数 ■無作為抽出 □有意抽出） 

経済構造統計の結果及び過去の調査結果から作成した

母集団名簿に基づき、前年度の研究実施の有無（２区分）

を加味した資本金階級（４区分）及び産業（40区分）の

各層から所要の企業数を抽出。 

ただし、資本金又は出資金が 10億円以上の企業、前年

度に研究を実施している資本金又は出資金が１億円以上

10億円未満の企業及び産業連関表において生産活動主体

が「産業」に分類されている法人（独立行政法人にあっ

ては独立行政法人となる前に産業連関表において生産活

動主体が「産業」に分類されていた法人）については、

全数を調査。 

抽出する調査対象企業数は、全調査対象数からしっ皆

対象の企業数を減じた数を総数とし、層別（抽出層の研

究実施の有無（２区分）・資本金階級（４区分）×産業（40

区分））にネイマン配分により標本数を配分。 

 

・企業における研究費につ

いては、基本的に従業者

規模に比例することを踏

まえ、研究費の精度の向

上を図る観点から、変更

を行う。 
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なお、標本を配分した結果、標本数が５に満たなかっ

た層の標本数は５とする。 

 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項（詳細は調査票を参照） 

【調査票甲（企業等Ａ）】 

⑬ 研究者の専門別内訳 

「理学」の区分 

○数学・物理 

○情報科学 

○化学 

○生物 

○地学 

○その他 

 

⑰ 特定目的別研究費 

○震災からの復興、再生の実現 

○グリーンイノベーションの推進 

○ライフイノベーションの推進 

○ライフサイエンス分野 

○情報通信分野 

○環境分野 

○物質・材料分野 

○ナノテクノロジー分野 

○エネルギー分野 

○宇宙開発分野 

○海洋開発分野 

 

【調査票甲（企業等Ｂ）】 

なお、標本を配分した結果、標本数が５に満たなかっ

た層の標本数は５とする。 

 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項（詳細は調査票を参照） 

【調査票甲（企業等Ａ）】 

⑬ 研究者の専門別内訳 

・「理学」の区分 

○数学・物理 

 

○化学 

○生物 

○地学 

○その他 

 

⑰ 特定目的別研究費 

 

 

 

○ライフサイエンス分野 

○情報通信分野 

○環境分野 

○物質・材料分野 

○ナノテクノロジー分野 

○エネルギー分野 

○宇宙開発分野 

○海洋開発分野 

 

【調査票甲（企業等Ｂ）】 

 

 

 

 

・国際比較性の向上の観点

から、フラスカチ・マニ

ュアルに準拠し、研究者

の専門別区分を追加す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

・第４期科学技術基本計画

において、主要な柱と位

置づけられた分野の研究

費について追加する。 
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⑬ 研究者の専門別内訳 

・「理学」の区分 

○数学・物理 

○情報科学 

○化学 

○生物 

○地学 

○その他 

 

【調査票乙（非営利団体・公的機関）】 

⑪ 研究者の専門別内訳 

・「理学」の区分 

○数学・物理 

○情報科学 

○化学 

○生物 

○地学 

○その他 

 

・「その他の部門」の区分 

○心理学 

○その他（教育学など） 

 

⑭ 特定目的別研究費 

○震災からの復興、再生の実現 

○グリーンイノベーションの推進 

○ライフイノベーションの推進 

○ライフサイエンス分野 

○情報通信分野 

⑬ 研究者の専門別内訳 

・「理学」の区分 

○数学・物理 

 

○化学 

○生物 

○地学 

○その他 

 

【調査票乙（非営利団体・公的機関）】 

⑪ 研究者の専門別内訳 

・「理学」の区分 

○数学・物理 

 

○化学 

○生物 

○地学 

○その他 

 

・「その他の部門（教育学など）」 

 

 

 

⑭ 特定目的別研究費 

 

 

 

○ライフサイエンス分野 

○情報通信分野 

・国際比較性の向上の観点

から、フラスカチ・マニ

ュアルに準拠し、研究者

の専門別区分を追加す

る。 

 

 

 

 

 

・国際比較性の向上の観点

から、フラスカチ・マニ

ュアルに準拠し、研究者

の専門別区分を追加す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・第４期科学技術基本計画

において、主要な柱と位

置づけられた分野の研究

費について追加する。 
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○環境分野 

○物質・材料分野 

○ナノテクノロジー分野 

○エネルギー分野 

○宇宙開発分野 

○海洋開発分野 

 

【調査票丙（大学等）】 

⑧ 研究本務者の専門別内訳 

・「理学」の区分 

○数学 

○情報科学 

○物理 

○生物 

○地学 

○その他 

 

・「その他の部門」の区分 

○心理学 

○家政 

○教育 

○芸術・その他 

 

⑫ 特定目的別研究費 

○震災からの復興、再生の実現 

○グリーンイノベーションの推進 

○ライフイノベーションの推進 

○ライフサイエンス分野 

○情報通信分野 

○環境分野 

○物質・材料分野 

○ナノテクノロジー分野 

○エネルギー分野 

○宇宙開発分野 

○海洋開発分野 

 

【調査票丙（大学等）】 

⑧ 研究本務者の専門別内訳 

・「理学」の区分 

○数学 

 

○物理 

○生物 

○地学 

○その他 

 

・「その他の部門」の区分 

 

○家政 

○教育 

○芸術・その他 

 

⑫ 特定目的別研究費 

 

 

 

○ライフサイエンス分野 

○情報通信分野 

 

 

 

 

 

 

 

 

・国際比較性の向上の観点

から、フラスカチ・マニ

ュアルに準拠し、研究者

の専門別区分を追加す

る。 

 

 

 

 

 

・第４期科学技術基本計画

において、主要な柱と位

置づけられた分野の研究

費について追加する。 
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○環境分野 

○物質・材料分野 

○ナノテクノロジー分野 

○エネルギー分野 

○宇宙開発分野 

○海洋開発分野 

○環境分野 

○物質・材料分野 

○ナノテクノロジー分野 

○エネルギー分野 

○宇宙開発分野 

○海洋開発分野 
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調査計画（変更後） 

 
１ 調査の名称 

  科学技術研究調査 

 

２ 調査の目的 

本調査は、我が国における科学技術に関する研究費や研究者数等の研究活動の実態

を調査し、科学技術振興に必要な基礎資料を得ることを目的とする。 

 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲 

   全国 

  

（２）属性的範囲 

  【調査票甲（企業等Ａ）】 

日本標準産業分類に掲げる「大分類Ａ－農業、林業」、「大分類Ｂ－漁業」、「大

分類Ｃ－鉱業、採石業、砂利採取業」、「大分類Ｄ－建設業」、「大分類Ｅ－製造

業」、「大分類Ｆ－電気・ガス・熱供給・水道業」、「大分類Ｇ－情報通信業」、

「大分類Ｈ－運輸業、郵便業」、「大分類Ｉ－卸売業、小売業」のうち「中分類50

－各種商品卸売業、中分類51－繊維・衣服等卸売業、中分類52－飲食料品卸売業、

中分類53－建築材料、鉱物・金属材料等卸売業、中分類54－機械器具卸売業、中分

類55－その他の卸売業」、「大分類Ｊ－金融業、保険業」のうち「中分類62－銀行

業、中分類64－貸金業、クレジットカード業等非預金信用機関（「6491政府関係金

融機関」を除く）、中分類65－金融商品取引業、商品先物取引業、中分類66－補助

的金融業等、中分類67－保険業（保険媒介代理業、保険サービス業を含む）」、「大

分類Ｌ－学術研究、専門・技術サービス業」のうち「中分類71－学術・開発研究機

関、中分類72－専門サービス業（他に分類されないもの）、中分類74－技術サービ

ス業（他に分類されないもの）」及び「大分類Ｒ－サービス業（他に分類されない

もの）」のうち「中分類91－職業紹介・労働者派遣業、中分類92－その他の事業サ

ービス業」を主たる事業とする資本金又は出資金が１億円以上の会社法に規定する

会社、特殊法人並びに独立行政法人（非営利団体・公的機関及び大学等に含まれる

ものを除く。）である。なお、ここでの「特殊法人」は、独立行政法人等登記令（昭

和39年政令第28号）の別表に記載されている法人で，産業連関表において生産活動

主体が「産業」に分類されている法人である。「独立行政法人」は、特殊法人等整

理合理化計画（平成13年12月19日閣議決定）により独立行政法人となった法人のう
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ち、独立行政法人となる前に産業連関表において生産活動主体が「産業」に分類さ

れていた法人である。 

 

  【調査票甲（企業等Ｂ）】 

日本標準産業分類に掲げる「大分類Ａ－農業、林業」、「大分類Ｂ－漁業」、「大

分類Ｃ－鉱業、採石業、砂利採取業」、「大分類Ｄ－建設業」、「大分類Ｅ－製造

業」、「大分類Ｆ－電気・ガス・熱供給・水道業」、「大分類Ｇ－情報通信業」、

「大分類Ｈ－運輸業、郵便業」、「大分類Ｉ－卸売業、小売業」のうち「中分類50

－各種商品卸売業、中分類51－繊維・衣服等卸売業、中分類52－飲食料品卸売業、

中分類53－建築材料、鉱物・金属材料等卸売業、中分類54－機械器具卸売業、中分

類55－その他の卸売業」、「大分類Ｊ－金融業、保険業」のうち「中分類62－銀行

業、中分類64－貸金業、クレジットカード業等非預金信用機関（「6491政府関係金

融機関」を除く）、中分類65－金融商品取引業、商品先物取引業、中分類66－補助

的金融業等、中分類67－保険業（保険媒介代理業、保険サービス業を含む）」、「大

分類Ｌ－学術研究、専門・技術サービス業」のうち「中分類71－学術・開発研究機

関、中分類72－専門サービス業（他に分類されないもの）、中分類74－技術サービ

ス業（他に分類されないもの）」及び「大分類Ｒ－サービス業（他に分類されない

もの）」のうち「中分類91－職業紹介・労働者派遣業及び中分類92－その他の事業

サービス業」を主たる事業とする資本金又は出資金が１千万円以上１億円未満の会

社法に規定する会社。 

  

【調査票乙（非営利団体・公的機関）】 

独立行政法人等登記令の別表に掲げる特殊法人及び独立行政法人通則法第２条

第１項に規定する独立行政法人（独立行政法人国立高等専門学校機構を除く。）の

うち科学技術に関する試験研究又は調査研究を行うことを目的として設置された

もの、科学技術に関する試験研究又は調査研究を主たる目的としている法人及び科

学技術に関する試験研究又は調査研究を目的として設置されている国の機関、地方

公共団体の施設。 

 

  【調査票丙（大学等）】 

学校教育法（昭和22年法律第26号）に基づく大学の学部（大学院の研究科を含む。），

短期大学，高等専門学校，大学附置研究所，大学附置研究施設，国立大学法人法（平

成15年法律第112号）に基づく大学共同利用機関法人及び独立行政法人国立高等専

門学校機構法（平成15年法律第113号）に基づく独立行政法人国立高等専門学校機

構。 
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４ 報告を求める者 

（１）数 

  【調査票甲（企業等Ａ）】約8,000（母集団数：約20,000） 

 

  【調査票甲（企業等Ｂ）】約5,000（母集団数：約500,000） 

 

【調査票乙（非営利団体・公的機関）】約1,000 

   

【調査票丙（大学等）】約4,000 

 

（２）選定の方法 

  【調査票甲（企業等Ａ）及び（企業等Ｂ）】（□全数 ■無作為抽出 □有意抽出） 

経済構造統計の結果及び過去の調査結果から作成した母集団名簿に基づき、前年

度の研究実施の有無（２区分）を加味した資本金階級（４区分）及び産業（40区分）

の各層から所要の企業数を抽出。 

ただし、資本金又は出資金が 10億円以上の企業、前年度に研究を実施している

資本金又は出資金が１億円以上 10億円未満の企業及び産業連関表において生産活

動主体が「産業」に分類されている法人（独立行政法人にあっては独立行政法人と

なる前に産業連関表において生産活動主体が「産業」に分類されていた法人）につ

いては、全数を調査。 

抽出する調査対象企業数は、全調査対象数からしっ皆対象の企業数を減じた数を

総数とし、層別（抽出層の研究実施の有無（２区分）・資本金階級（４区分）×産

業（40区分））にネイマン配分により標本数を配分し、従業者規模に応じて系統抽

出。 

なお、標本を配分した結果、標本数が５に満たなかった層の標本数は５とする。 

  

【調査票乙（非営利団体・公的機関）】（■全数 □無作為抽出 □有意抽出） 

各府省庁及び地方公共団体から得られた新設・廃業等の更新情報を基に、総務省

統計局で作成した名簿により全数を調査。 

 

  【調査票丙（大学等）】（■全数 □無作為抽出 □有意抽出） 

文部科学省公表の資料を基に、総務省統計局で作成した名簿により全数を調査。 

 

（３）報告義務者 

① 調査組織体の代表者（当該調査組織体が法人の場合にあってはこれを代表する

者をいい、法人以外の場合にあってはこれを管理する者をいう。以下同じ。）が
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報告しなければならない。 

② 調査組織体の代表者が不在その他の事由により報告を行うことができないと

きは、事実上当該調査組織体の代表者に代わる者は、当該調査組織体の代表者に

代わって当該報告を行うものとする。 

 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項（詳細は調査票を参照） 

【調査票甲（企業等Ａ）】 

① 名称 

② 所在地 

③ 企業等の現況 

④ 従業者総数  

⑤ 資本金 

⑥ 総売上高 

⑦ 営業利益高 

⑧ 国際技術交流の有無 

⑨ 技術輸出及び技術輸入別相手先企業の国籍名及び金額 

⑩ 研究実施の有無 

⑪ 研究関係従業者数 

⑫ 採用・転入研究者数、転出研究者数   

⑬ 研究者の専門別内訳 

⑭ 社内で使用した研究費 

⑮ 性格別研究費 

⑯ 製品・サービス分野別研究費  

⑰ 特定目的別研究費 

⑱ 社外から受け入れた研究費 

⑲ 社外へ支出した研究費 

 

  【調査票甲（企業等Ｂ）】 

① 名称 

② 所在地 

③ 企業等の現況 

④ 従業者総数  

⑤ 資本金 

⑥ 総売上高 

⑦ 営業利益高 
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⑧ 国際技術交流の有無 

⑨ 技術輸出及び技術輸入別相手先企業の国籍名及び金額 

⑩ 研究実施の有無 

⑪ 研究関係従業者数 

⑫ 採用・転入研究者数、転出研究者数  

⑬ 研究者の専門別内訳 

⑭ 社内で使用した研究費 

⑮ 性格別研究費 

⑯ 社外から受け入れた研究費 

⑰ 社外へ支出した研究費 

 

【調査票乙（非営利団体・公的機関）】 

① 名称 

② 所在地 

③ 研究実施の有無 

④ 従業者総数  

⑤ 支出総額 

⑥ 主な事業及び研究の内容 

⑦ 支所・分場の名称及び所在地  

⑧ 研究内容の学問別区分 

⑨ 研究関係従業者数 

⑩ 採用・転入研究者数、転出研究者数 

⑪ 研究者の専門別内訳 

⑫ 内部で使用した研究費 

⑬ 性格別研究費 

⑭ 特定目的別研究費 

⑮ 外部から受け入れた研究費 

⑯ 外部へ支出した研究費 

 

【調査票丙（大学等）】 

① 名称 

② 所在地 

③ 大学等の種類 

④ 分校・分場の名称及び所在地 

⑤ 研究内容の学問別区分 

⑥ 従業者数 
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⑦ 採用・転入研究者数、転出研究者数 

⑧ 研究本務者の専門別内訳 

⑨ 支出総額 

⑩ 内部で使用した研究費 

⑪ 性格別研究費 

⑫ 特定目的別研究費 

⑬ 外部から受け入れた研究費 

⑭ 外部へ支出した研究費 

 

（２）基準となる期日又は期間 

毎年３月31日（以下、「調査日」という。）現在によって行う。ただし、売上高、

研究費などの財務関係事項は、調査日又はこの直近の決算日から遡る１年間によっ

て行う。 

 

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査組織 

調査票の配布：総務省－民間事業者－報告者 

   調査票の回収：報告者－総務省 

 

（２）調査方法（□調査員調査 ■郵送調査 ■オンライン調査 □その他（    ））   

調査は、総務大臣が、民間事業者を活用し、調査票を調査組織体ごとに送付し、

回収することにより行う。 

ただし、調査組織体が政府統計共同利用システムより報告した場合は、政府統計 

共同利用システムから当該調査組織体に係る報告を求める事項を入手する。 

 

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期 

   １年 

 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 

   調査日の属する年の５月16日～７月15日 

 

８ 集計事項（詳細については別添参照）。 

【調査票甲】 

   （産業別、資本金階級別、売上高階級別、従業者規模及び研究者規模別について） 

    ア 企業等の数、従業者総数、総売上高及び営業利益高 
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    イ 研究に従事する従業者数 

    ウ 研究費 

    エ 技術交流の件数及び金額 

 

【調査票乙】 

   （経営の組織別、学問別、規模別について） 

ア 研究機関の数及び従業者数 

イ 研究に従事する従業者数 

    ウ 支出総額及び研究費 

 

  【調査票丙】 

   （経営の組織別、学問別について） 

ア 大学等の数及び従業者数 

イ 研究に従事する従業者数 

    ウ 支出総額及び研究費 

 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

（１）公表の方法 

   インターネット（e-Stat）、印刷物及び閲覧により公表する。 

    

（２）公表の期日 

   調査日の属する年の12月 

 

10 使用する統計基準 

調査対象の範囲の画定及び集計結果の産業別の表示において、日本標準産業分類を

使用する。 

 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

書    類    名 保存期間 保  存  責  任  者 

調    査    票 ２年 

総務省統計局長 調査票の内容が転写され

ている電磁的記録 
永年 

 
12 立入検査等の対象とすることができる事項 

該当なし。 
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（別　添）

番号 表題

（総　括　表) ・・・　５表

1 研究主体，組織別研究関係従業者数

2 研究主体，組織別内部使用研究費，受入研究費及び外部支出研究費

3 研究主体，組織，支出源，支出別内部使用研究費（支出額）

4 研究主体，組織，性格別内部使用研究費（理学，工学，農学，保健）

5 研究主体，組織別採用・転入元，転出先研究者数

（企業等）　・・・　１３表

1
産業，資本金階級別研究関係従業者数，社内使用研究費，受入研究費及び社外支出研
究費（企業等）

2
産業，従業者規模別研究関係従業者数，社内使用研究費，受入研究費及び社外支出研
究費（会社）

3 産業，売上高階級別研究関係従業者数及び社内使用研究費（会社）

4
産業，研究者規模別研究関係従業者数，社内使用研究費，受入研究費及び社外支出研
究費（会社）

5 産業，営業利益高階級別研究関係従業者数及び社内使用研究費（会社）

6 産業，専門別研究者数（企業等）

7 産業，製品分野別社内使用研究費（支出額）（資本金１億円以上の企業等）

8
産業，特定目的別（３分野）社内使用研究費（支出額）（資本金１億円以上の企業
等）

9
産業，特定目的別（８分野）社内使用研究費（支出額）（資本金１億円以上の企業
等）

10
産業，社内使用研究費（支出額の上位５社，10社，20社）規模別研究関係従業者数，
社内使用研究費，受入研究費及び社外支出研究費（会社）

11 産業別技術輸出対価受取額（企業等）

12 産業別技術輸入対価支払額（企業等）

13 産業，州別技術交流の対価受払額（企業等）

（非営利団体・公的機関）　・・・　８表

1 組織，学問別研究関係従業者数，内部使用研究費，受入研究費及び外部支出研究費

2
組織，研究者規模別研究関係従業者数，内部使用研究費，受入研究費及び外部支出研
究費

3 組織，学問，専門別研究者数

4 組織，学問，特定目的別（３分野）内部使用研究費

5 組織，学問，特定目的別（８分野）内部使用研究費

6 組織，研究者規模，特定目的別（３分野）内部使用研究費

7 組織，研究者規模，特定目的別（８分野）内部使用研究費

8
都道府県別研究関係従業者数，内部使用研究費，受入研究費及び外部支出研究費（公
営の施設）

科学技術研究調査　集計事項一覧
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番号 表題

（大学等）　・・・　４表

1
組織，大学等の種類，学問別研究関係従業者数，内部使用研究費，受入研究費及び外
部支出研究費

2 組織，大学等の種類，学問，専門別研究本務者数

3 組織，大学等の種類，学問，特定目的別（３分野）内部使用研究費

4 組織，大学等の種類，学問，特定目的別（８分野）内部使用研究費

（分析表）　・・・　２８表

1
産業（細分類），資本金階級別研究関係従業者数，社内使用研究費，受入研究費及び
社外支出研究費（企業等）

2
産業（細分類），従業者規模別研究関係従業者数，社内使用研究費，受入研究費及び
社外支出研究費（会社）

3 産業（細分類），専門別研究者数（企業等）

4
研究主体，産業（細分類），資本金階級及び組織，学問，性格別内部使用研究費（理
学・工学・農学・保健）

5
研究主体，産業（細分類），資本金階級及び組織，学問別受入研究費及び外部支出研
究費

6
産業（細分類），資本金階級別製品・サービス分野別社内使用研究費（支出額）（資
本金１億円以上の企業等）

7
産業（細分類），特定目的別（３分野）社内使用研究費（支出額）（資本金１億円以
上の企業等）

8
産業（細分類），特定目的別（８分野）社内使用研究費（支出額）（資本金１億円以
上の企業等）

9 産業（細分類），資本金階級，国別技術交流の対価受払額（企業等）

10 研究主体，産業（細分類），資本金階級及び組織，学問別研究関係従業者数(実数)

11 研究主体，産業（細分類），資本金階級及び組織，学問，転入元・転出先別研究者数

12
産業（細分類），組織，学問，研究関係従業者割合別研究関係従業者数及び内部使用
研究費（企業等，非営利団体・公的機関）

13
組織，学問別研究関係従業者数，内部使用研究費，受入研究費及び外部支出研究費
（非営利団体・公的機関）

14 組織，学問，専門別研究者数（非営利団体・公的機関）

15 組織，大学等の種類，学問，専門別研究本務者数（大学等）

16
組織，社会経済目的分類別研究関係従業者数，内部使用研究費，受入研究費及び外部
支出研究費（非営利団体，公的機関）

17
産業別研究関係従業者数，社内使用研究費，受入研究費及び社外支出研究費（中小企
業）

18 産業，専門別研究者数（中小企業）

19 産業，性格別社内使用研究費（支出額）（中小企業）

20 産業別受入研究費及び社外支出研究費　（中小企業）

21 産業別技術輸出対価受取額（中小企業）

22 産業別技術輸入対価支払額（中小企業）

23 産業，州別技術交流の対価受払額（中小企業）

24 産業別，研究関係従業者数（実数）（中小企業）

25
産業，資本金階級別研究関係従業者数，社内使用研究費，受入研究費及び社外支出研
究費（企業等）

26 産業，資本金階級，性格別社内使用研究費（支出額）（企業等）

27
組織，学問別研究関係従業者数，内部使用研究費，受入研究費及び外部支出研究費
（非営利団体・公的機関）

28 組織，研究者規模，性格別内部使用研究費（理学・工学・農学・保健）
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科学技術研究調査　調査票の新旧対照表

変更内容 変更案 変更前 変更理由

1 研究者の専門別区
分の追加
①「情報科学」の追
加

研究者の専門別内訳について、専門別区分として、「情報科学」と「心理学」
を追加
①調査票甲(企業等Ａ及びＢ共通）
　〔第４面〕
　「【７】研究者の専門別内訳」の自然科学部門の理学

②調査票乙（非営利団体・公的機関）
　〔第３面〕
　「【10】研究者の専門別内訳」の自然科学部門の理学

①調査票甲(企業等Ａ及びＢ共通）
　〔第４面〕
　「【７】研究者の専門別内訳」の自然科学部門の理学

②調査票乙（非営利団体・公的機関）
　〔第３面〕
　「【10】研究者の専門別内訳」の自然科学部門の理学

③調査票丙（大学等）
　〔第４面〕
　「【７】研究本務者の専門別内訳」の自然科学部門の理学

③調査票丙（大学等）
　〔第４面〕
　「【７】研究本務者の専門別内訳」の自然科学部門の理学

平成13年12月14日統審議第11号（諮問
第278号の答申）における「今後の検討
課題」を踏まえ、「情報科学」及び「心理
学」を追加する。
・「情報科学」については、フラスカチ・マ
ニュアルに例示がなされていること及び
我が国においてはコンピュータに係る産
業はもちろん、大学においても代表的な
研究分野となっていることから追加す
る。
・「情報科学」は、フラスカチ・マニュアル
では理学に分類され、定義も数学的要
素とソフトウェア開発の要素が含められ
ており、ハードウェア開発が除かれてい
ることを踏まえ、理学に分類する。
・「心理学」については、フラスカチ・マ
ニュアルに例示がなされていること及び
我が国においても主要な学問・研究分
野となっていることから追加する。
・「心理学」は、フラスカチ・マニュアルで
は社会科学に分類されているが、我が
国の学問の領域では、人文科学のほ
か、社会科学や教育学等でも扱われい
ることから、その他の部門に分類する。

数 学
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資料２－４ 
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変更内容 変更案 変更前 変更理由

 
　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

 
　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

 
　

　

　

　

　

　

　

 
　

　

　

　

　

　

　

　

 
　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　 　 

　 　 

　  　

　

　

　

　

　

　

　　　　　　　 　 　

 

　

　 

　

　

　

　

　

　

 
　

　

 
　 

　

　　

　 　 　

　　 　　

    

    

　　 　　

　　 　　

　　 　　

　 　

　　

    

    

　　 　　

 
　　

　

　　

　

　 　

　　 　　

　　 　　

　 　 　

　　 　　

 
　

　

　

　　　 　

　

　　

　

　

　

　

　　

　

　

　

　　

　

　

　

　　 　　

 
　

　

　

　　　 　

　

　　

　

　

　

　

　　

　

　

　

　　

　

　

　

　　 　　

　　　

 
　

　

　

　

　

　　

　

　

　

　

　　

　

　

　

　　

　

　

　

　　 　　

　

　

　

　 　

     

　　　　　　　　　 　　　　　　　　

 

　

　 

　　　　　　　 　 　

　 　 　

　　　　　　 　　　　　　　

　　　　　　 　　　　　　　

　

　

　

　

　

　

　

　　

　 　 

  

 

　 　 

　  　

　 　

　　

    

    

　　 　　

 
　 

　

　　

　

　 　

　　 　　

　　 　　

　 　 　

　　 　　

②「心理学」の追加 ①調査票乙（非営利団体・公的機関）
　〔第３面〕
　「【10】研究者の専門別内訳」のその他の部門

②調査票丙（大学等）
　〔第５面〕
　「【７】研究本務者の専門別内訳」のその他の部門

①調査票乙（非営利団体・公的機関）
　〔第３面〕
　「【10】研究者の専門別内訳」のその他の部門

②調査票丙（大学等）
　〔第５面〕
　「【７】研究本務者の専門別内訳」のその他の部門

2 「特定目的別研究
費」の分野の追加

特定目的別研究費について、従来の８分野のほかに、新たに３分野を追加。
併せて従来の特定目的別研究費の各分野の説明文を削除
①調査票甲（企業等Ａ）
〔第６面〕
　従来の８分野の項目を第７面に移し、新たに３分野を追加。併せて第７面
に設問が続くことを示す注意喚起の矢印等を追加

①調査票甲（企業等Ａ）
〔第６面〕

・第４期科学技術基本計画（平成23年８
月19日閣議決定）において、３つの分野
については、「我が国が取り組むべき喫
緊の課題」として、さらには「我が国の
将来にわたる成長と社会の発展を実現
するための主要な柱」と位置付けられて
いることから追加する。
・従来の各分野の説明文については、
調査票の紙面の都合から削除し、この
説明文については、[調査票記入上の
注意]に記載することとする。

千 百 十 一 人万 千 百 十 一 人

そ

の

他

の

部

門

家 政

教 育

芸 術・

そ の他

 
　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

 
　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

 
　

　

　

　

　

　

　

 
　

　

　

　

　

　

　

　

 
　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　 　 

　 　 

　  　

　

　

　

　

　

　

　　　　　　　 　 　

 

　

　 

その他の部門

(教育学など)

　

　

　

　

　

　

心理学

その他
（教育学

など）

そ

の

他

の

部

門

十

心理学
万 千 百 十 一 人 千 百

芸 術・

そ の他

そ

の

他

の

部

門

一 人

家 政

教 育

【11】 特定目的別研究費を記入してください
○　｢【8】社内で使用した研究費｣の[総額｣のうち、下記の分野に関する研究を行っている場合には、

　それぞれの研究費を記入してください。

ラ イ フサ イエ

ン ス 分 野 ①

ナ ノ テク ノロ

ジ ー 分 野 ⑤

千億 百億 十億 億 千万 百万 億 千万 百万 十万 万 円十万 万 円 千億 百億 十億

物 質・ 材料 分野

④

海 洋 開 発 分 野

⑧

情 報 通 信 分 野

②

エネルギ ー 分野

⑥

環 境 分 野

③

宇 宙 開 発 分 野

⑦

【11】 特定目的別研究費を記入してください
○　 ｢【8】社内で使用した研究費」の「総額」のうち、下記の分野に関する研究を行っている場合には、それぞれの研究費を

記入してください。

○※　この３つの分野は、政府が最優先に取り組むべき課題です。各分野の内容については、「調査票

　　記入上の注意」をご参照願います。

千万 百万 十万 万 円

グ　リ　ー　ン

イノベーション

の　　推　　進

震 災 か ら の

復 興 、 再 生

の　　実　　現

千億 百億 十億 億

千万 百万 十万 万 円

右のページへ

ラ　　イ　　フ

イノベーション

の　　推　　進

千億 百億 十億 億
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変更内容 変更案 変更前 変更理由

 
　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

 
　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

 
　

　

　

　

　

　

　

 
　

　

　

　

　

　

　

　

 
　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　 　 

　 　 

　  　

　

　

　

　

　

　

　　　　　　　 　 　

 

　

　 

　

　

　

　

　

　

 
　

　

 
　 

　

　　

　 　 　

　　 　　

    

    

　　 　　

　　 　　

　　 　　

　 　

　　

    

    

　　 　　

 
　　

　

　　

　

　 　

　　 　　

　　 　　

　 　 　

　　 　　

 
　

　

　

　　　 　

　

　　

　

　

　

　

　　

　

　

　

　　

　

　

　

　　 　　

 
　

　

　

　　　 　

　

　　

　

　

　

　

　　

　

　

　

　　

　

　

　

　　 　　

　　　

 
　

　

　

　

　

　　

　

　

　

　

　　

　

　

　

　　

　

　

　

　　 　　

　

　

　

　 　

     

　　　　　　　　　 　　　　　　　　

 

　

　 

　　　　　　　 　 　

　 　 　

　　　　　　 　　　　　　　

　　　　　　 　　　　　　　

　

　

　

　

　

　

　

　　

　 　 

  

 

　 　 

　  　

　 　

　　

    

    

　　 　　

 
　 

　

　　

　

　 　

　　 　　

　　 　　

　 　 　

　　 　　

「特定目的別研究
費」の分野の追加
（続き）

〔第７面〕
・第６面にあった従来の８分野の設問を移し、併せてこの８分野の説明文を
削除（従来の８分野の設問については変更はない）

〔第７面〕

 
　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

 
　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

 
　

　

　

　

　

　

　

 
　

　

　

　

　

　

　

　

 
　

　

　

　

　

　

　

＜特定目的別研究費について＞

①　「ライフサイエンス分野」とは、生命現象及び生物の諸機能を解明するとともに、その成果を医療、農業、工業、

　環境保全、エネルギー開発などの諸分野に広く活用し、人間生活の向上発展を指向する研究をいいます。

②　「情報通信分野」とは、ハードウェア、ソフトウェアに関する研究のほか、ネットワークの高度化、膨大な情報の

　高速分析・処理や蓄積が可能な高度コンピューティングの開発等に関する研究をいいます。

③　「環境分野」とは、自然環境の汚染が生命・財産に与える影響の解明、自然環境の汚染及び破壊の防除、無公害化

　の達成などに関する研究をいいます。

④　「物質・材料分野」とは、情報通信、医療等の基盤となる原子・分子サイズでの物質の構造等の解明・制御、省エ

　ネルギー・省資源、リサイクルに応える付加価値の高いエネルギー・環境用物質・材料の開発等に関する研究をいい

　ます。

⑤　「ナノテクノロジー分野」とは、ナノサイズ特有の物質特性等を利用した機能の発現等に関する研究をいいます。

⑥　「エネルギー分野」とは、エネルギー資源の開発及びその合理的利用に関する探査、生産、転換、輸送、消費、安

　全等に関する研究をいいます。

⑦　「宇宙開発分野」とは、ロケット及び人工衛星に関する研究並びに追跡・通信等のための地上設備に関する研究を

　いいます。ただし、天文学・気象観測は含めません。

⑧　「海洋開発分野」とは、生物資源の増養殖、鉱物資源の開発、海洋空間、海水の利用等の研究に関する海洋調査及

　び技術開発をいいます。

非 営 利 団 体

外 国

会 社

私 立 大 学

そ　 の　 他

特

殊

法

人

・

独

立

独

独

立

行

政

法

人

研 究 所 等

公　 庫　 等

そ　 の 　他

国・公立大学

国・公営の研

研の研究機関

万 円

公

　

　

的

　

　

機

　

　

関

国

・

地

方

公

共

団

体

国

地方公共団体

百億 十億 億 千万 百万 十万千億

総　　　　　　　額 受　入　額 うち社内で使用した研究費

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万 円

＊＊＊ 【3】 研究実施の有無で｢ 2 ｣を選択した場合は、ここから記入してください＊＊＊

【12】 社外から受け入れた研究費を記入してください

○　収入項目（受託費、補助金、交付金等）のいかんを問わず、社外から研究費として受け入れた金額の

　 総額を左欄に記入し、そのうち、社内で使用した研究費は右欄に記入してください。

144～155の計

157～168の計

　

　

　

　

　

　

 
　

　

 
　 

　

　　

　 　 　

　　 　　

    

    

　　 　　

　　 　　

　　 　　

　 　

　　

    

    

　　 　　

 
　　

　

　　

　

　 　

　　 　　

　　 　　

　 　 　

　　 　　

 
　

　

　

　　　 　

　

　　

　

　

　

　

　　

　

　

　

　　

　

　

　

　　 　　

 
　

　

　

　　　 　

　

　　

　

　

　

　

　　

　

　

　

　　

　

　

　

　　 　　

　　　

 
　

　

　

　

　

　　

　

　

　

　

　　

　

　

　

　　

　

　

　

　　 　　

左のページから

○　｢【8】社内で使用した研究費」の「総額」のうち、下記の分野に関する研究を行っている場合には、それぞれ

　の研究費を記入してください。

　※各分野の内容については、「調査票記入上の注意」をご参照ください。

ライフサイエ

ンス分野　①

ナノテクノロ

ジー分野　⑤

千億 百億 百万 十万 万 円千万

情 報 通 信 分 野

　　　　　　　　　②

エネルギー分野

　　　　　　　　⑥

円 千億 百億 十億 億十億 億 千万 百万 十万 万

百万 十万

＊＊＊ 【3】 研究実施の有無で｢ 2 ｣を選択した場合は、ここから記入してください＊＊＊

【12】 社外から受け入れた研究費を記入してください

○　収入項目（受託費、補助金、交付金等）のいかんを問わず、社外から研究費として受け入れた金額の

　 総額を左欄に記入し、そのうち、社内で使用した研究費は右欄に記入してください。

総　　　　　　　額 受　入　額 うち社内で使用した研究費

環　境　分　野

　　　　　　③

宇宙開発分野

　　　　　　　⑦

物質・材料分野

　　　　　　④

海洋開発分野

　　　　　　　⑧

千万 百万 十万 万 円十億 億

公

　

　

的

　

　

機

　

　

関

国

・

地

方

公

共

団

体

国

万 円 千億 百億千億 百億 十億 億 千万

　国・公営

　　の研究機関

そ　 の　 他

地方公共団体

国・公立大学

 

特

殊

法

人

・

 

 

独

立

行

政

法

人

研 究 所 等

公　 庫　 等

そ　 の 　他

非 営 利 団 体

外 国

会 社

私 立 大 学

149～160の計

162～173の計
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変更内容 変更案 変更前 変更理由

 
　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

 
　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

 
　

　

　

　

　

　

　

 
　

　

　

　

　

　

　

　

 
　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　 　 

　 　 

　  　

　

　

　

　

　

　

　　　　　　　 　 　

 

　

　 

　

　

　

　

　

　

 
　

　

 
　 

　

　　

　 　 　

　　 　　

    

    

　　 　　

　　 　　

　　 　　

　 　

　　

    

    

　　 　　

 
　　

　

　　

　

　 　

　　 　　

　　 　　

　 　 　

　　 　　

 
　

　

　

　　　 　

　

　　

　

　

　

　

　　

　

　

　

　　

　

　

　

　　 　　

 
　

　

　

　　　 　

　

　　

　

　

　

　

　　

　

　

　

　　

　

　

　

　　 　　

　　　

 
　

　

　

　

　

　　

　

　

　

　

　　

　

　

　

　　

　

　

　

　　 　　

　

　

　

　 　

     

　　　　　　　　　 　　　　　　　　

 

　

　 

　　　　　　　 　 　

　 　 　

　　　　　　 　　　　　　　

　　　　　　 　　　　　　　

　

　

　

　

　

　

　

　　

　 　 

  

 

　 　 

　  　

　 　

　　

    

    

　　 　　

 
　 

　

　　

　

　 　

　　 　　

　　 　　

　 　 　

　　 　　

「特定目的別研究
費」の分野の追加
（続き）

②調査票乙（非営利団体・公的機関）
〔第５面〕
・従来の８分野のほかに、新たに３分野を追加
・従来の８分野の説明文を削除

②調査票乙（非営利団体・公的機関）
〔第５面〕

【13】 特定目的別研究費を記入してください
○　｢【11】内部で使用した研究費」の「総額」のうち、下記の分野に関する研究を行っている場合には、それぞれ

○の研究費を記入してください。

千億 百億 十億 億百億 十億 億 千万 百万 十万
ナ ノ テク ノロ

ジ ー 分野⑤ ⑤

情 報 通 信 分 野

② ②

エネルギ ー 分野

⑥ ⑥

万 円
ラ イ フサ イエ

ン ス 分野① ①

千億

①　「ライフサイエンス分野」とは、生命現象及び生物の諸機能を解明するとともに、その成果を医療、農業、工業、

　環境保全、エネルギー開発などの諸分野に広く活用し、人間生活の向上発展を指向する研究をいいます。

②　「情報通信分野」とは、ハードウェア、ソフトウェアに関する研究のほか、ネットワークの高度化、膨大な情報の

　高速分析・処理や蓄積が可能な高度コンピューティングの開発等に関する研究をいいます。

③　「環境分野」とは、自然環境の汚染が生命・財産に与える影響の解明、自然環境の汚染及び破壊の防除、無公害化

　の達成などに関する研究をいいます。

④　「物質・材料分野」とは、情報通信、医療等の基盤となる原子・分子サイズでの物質の構造等の解明・制御、省エ

　ネルギー・省資源、リサイクルに応える付加価値の高いエネルギー・環境用物質・材料の開発等に関する研究をいい

　ます。

⑤　「ナノテクノロジー分野」とは、ナノサイズ特有の物質特性等を利用した機能の発現等に関する研究をいいます。

⑥　「エネルギー分野」とは、エネルギー資源の開発及びその合理的利用に関する探査、生産、転換、輸送、消費、安

　全等に関する研究をいいます。

⑦　「宇宙開発分野」とは、ロケット及び人工衛星に関する研究並びに追跡・通信等のための地上設備に関する研究を

　いいます。ただし、天文学・気象観測は含めません。

⑧　「海洋開発分野」とは、生物資源の増養殖、鉱物資源の開発、海洋空間、海水の利用等の研究に関する海洋調査及

　び技術開発をいいます。

環 境 分 野

③ ③

宇 宙 開 発 分 野

⑦ ⑦

物 質・ 材料 分野

④ ④

海 洋 開 発 分 野

⑧ ⑧

千万 百万 十万 万 円

 
　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

 
　

　

　

　

　

　

　

 
　

　

　

　

　

　

　

　

 
　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　 　 

　 　 

　  　

　

　

　

　

　

　

　　　　　　　 　 　

 

　

　 

　

　

　

　

　

　

 
　

　

 
　 

　

　　

　 　 　

　　 　　

    

    

　　 　　

　　 　　

　　 　　

　※　この３つの分野は、政府が最優先に取り組むべき課題です。各分野の内容については、「調査票記入上の注

　　意」をご参照願います。

震 災 か ら の

復 興 、 再 生

の　　実　　現

千億 百億 十億 千万 百万 十万 万 円億

【13】 特定目的別研究費を記入してください
　　｢【11】内部で使用した研究費」の「総額」のうち、下記の分野に関する研究を行っている場合には、それぞれ

　の研究費を記入してください。

　　｢【11】内部で使用した研究費」の「総額」のうち、下記の分野に関する研究を行っている場合には、それぞれ

　の研究費を記入してください。

　※　各分野の内容については、「調査票記入上の注意」をご参照ください。

ラ　　イ　　フ

イノベーション

の　　推　　進

千億 百億 十億 億グ　リ　ー　ン

イノベーション

の　　推　　進

千万 百万 十万 万 円

ラ イ フサ イエ

ン ス 分 野 ①

ナ ノ テク ノロ

ジ ー 分 野 ⑤

千億 百億 十億 億 千万 百万 円十万 万 円 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万

情 報 通 信 分 野

②

エネルギ ー 分野

⑥

環 境 分 野

③

宇 宙 開 発 分 野

⑦

物 質・ 材料 分野

④

海 洋 開 発 分 野

⑧
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変更内容 変更案 変更前 変更理由

 
　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

 
　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

 
　

　

　

　

　

　

　

 
　

　

　

　

　

　

　

　

 
　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　 　 

　 　 

　  　

　

　

　

　

　

　

　　　　　　　 　 　

 

　

　 

　

　

　

　

　

　

 
　

　

 
　 

　

　　

　 　 　

　　 　　

    

    

　　 　　

　　 　　

　　 　　

　 　

　　

    

    

　　 　　

 
　　

　

　　

　

　 　

　　 　　

　　 　　

　 　 　

　　 　　

 
　

　

　

　　　 　

　

　　

　

　

　

　

　　

　

　

　

　　

　

　

　

　　 　　

 
　

　

　

　　　 　

　

　　

　

　

　

　

　　

　

　

　

　　

　

　

　

　　 　　

　　　

 
　

　

　

　

　

　　

　

　

　

　

　　

　

　

　

　　

　

　

　

　　 　　

　

　

　

　 　

     

　　　　　　　　　 　　　　　　　　

 

　

　 

　　　　　　　 　 　

　 　 　

　　　　　　 　　　　　　　

　　　　　　 　　　　　　　

　

　

　

　

　

　

　

　　

　 　 

  

 

　 　 

　  　

　 　

　　

    

    

　　 　　

 
　 

　

　　

　

　 　

　　 　　

　　 　　

　 　 　

　　 　　

「特定目的別研究
費」の分野の追加
（続き）

③調査票丙（大学等）
〔第６面〕
・従来の８分野のほかに、新たに３分野を追加
・従来の各分野の説明文を削除

③調査票丙（大学等）
〔第６面〕

 
　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

【11】 特定目的別研究費を記入してください
○　｢【９】内部で使用した研究費」の「総額」のうち、下記の分野に関する研究を行っている場合には、それぞれ

○の研究費を記入してください。

○

千億 百億 十億 億百億 十億 億 千万 百万 十万
ナ ノ テク ノロ

ジ ー 分野 ⑤ ⑤

情 報 通 信 分 野

② ②

エネルギ ー 分野

⑥ ⑥

万 円
ラ イ フサ イエ

ン ス 分野① ①

千億

①　「ライフサイエンス分野」とは、生命現象及び生物の諸機能を解明するとともに、その成果を医療、農業、工業、

　環境保全、エネルギー開発などの諸分野に広く活用し、人間生活の向上発展を指向する研究をいいます。

②　「情報通信分野」とは、ハードウェア、ソフトウェアに関する研究のほか、ネットワークの高度化、膨大な情報の

　高速分析・処理や蓄積が可能な高度コンピューティングの開発等に関する研究をいいます。

③　「環境分野」とは、自然環境の汚染が生命・財産に与える影響の解明、自然環境の汚染及び破壊の防除、無公害化

　の達成などに関する研究をいいます。

④　「物質・材料分野」とは、情報通信、医療等の基盤となる原子・分子サイズでの物質の構造等の解明・制御、省エ

　ネルギー・省資源、リサイクルに応える付加価値の高いエネルギー・環境用物質・材料の開発等に関する研究をいい

　ます。

⑤　「ナノテクノロジー分野」とは、ナノサイズ特有の物質特性等を利用した機能の発現等に関する研究をいいます。

⑥　「エネルギー分野」とは、エネルギー資源の開発及びその合理的利用に関する探査、生産、転換、輸送、消費、安

　全等に関する研究をいいます。

⑦　「宇宙開発分野」とは、ロケット及び人工衛星に関する研究並びに追跡・通信等のための地上設備に関する研究を

　いいます。ただし、天文学・気象観測は含めません。

⑧　「海洋開発分野」とは、生物資源の増養殖、鉱物資源の開発、海洋空間、海水の利用等の研究に関する海洋調査及

　び技術開発をいいます。

環 境 分 野

③ ③

宇 宙 開 発 分 野

⑦ ⑦

物 質・ 材料 分野

④ ④

海 洋 開 発 分 野

⑧ ⑧

千万 百万 十万 万 円

 
　

　

　

　

　

　

　

 
　

　

　

　

　

　

　

　

 
　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　 　 

　 　 

　  　

　

　

　

　

　

　

　　　　　　　 　 　

 

　

　 

　

　

　

　

　

　

 
　

　

 
　 

　

　　

　 　 　

　　 　　

    

    

　　 　　

　　 　　

　　 　　

　 　

　　

    

    

　　 　　

 
　　

　

　　

　

　 　

　　 　　

　　 　　

　 　 　

　　 　　

 
　

　

　

　　　 　

　

　　

　

　

　

　

　　

　

　

　

　　

　

　

　

　　 　　

 
　

　

　

　　　 　

　

　　

　

　

　

　

　　

　

　

　

　　

　

　

　

　　 　　

　　　

 
　

　

　

　

　

　　

　

　

　

　

　　

　

　

　

　　

　

　

　

　　 　　

　

　

　

　 　

     

　　　　　　　　　 　　　　　　　　

 

　

　 

　　　　　　　 　 　

　 　 　

　　　　　　 　　　　　　　

　　　　　　 　　　　　　　

　

　

　

　

　

　

　

　　

　 　 

  

 

　 　 

　  　

　※　この３つの分野は、政府が最優先に取り組むべき課題です。各分野の内容については、「調査票記入上の注

　　意」をご参照願います。

震 災 か ら の

復 興 、 再 生

の　　実　　現

千億 百億 十億 千万 百万 十万 万 円億

【11】 特定目的別研究費を記入してください
○　 ｢【９】内部で使用した研究費」の「総額」のうち、下記の課題に関する研究を行っている場合には、それぞれ

　の研究費を記入してください。

　　｢【９】内部で使用した研究費」の「総額」のうち、下記の分野に関する研究を行っている場合には、それぞれ

　の研究費を記入してください。

　※　各分野の内容については、「調査票記入上の注意」をご参照ください。

ラ　　イ　　フ

イノベーション

の　　推　　進

千億 百億 十億 億グ　リ　ー　ン

イノベーション

の　　推　　進

千万 百万 十万 万 円

ラ イ フサ イエ

ン ス 分 野 ①

ナ ノ テク ノロ

ジ ー 分 野 ⑤

千億 百億 十億 億 千万 百万 円十万 万 円 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万

情 報 通 信 分 野

②

エネルギ ー 分野

⑥

環 境 分 野

③

宇 宙 開 発 分 野

⑦

物 質・ 材料 分野

④

海 洋 開 発 分 野

⑧

20



変更内容 変更案 変更前 変更理由

 
　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

 
　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

 
　

　

　

　

　

　

　

 
　

　

　

　

　

　

　

　

 
　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　 　 

　 　 

　  　

　

　

　

　

　

　

　　　　　　　 　 　

 

　

　 

　

　

　

　

　

　

 
　

　

 
　 

　

　　

　 　 　

　　 　　

    

    

　　 　　

　　 　　

　　 　　

　 　

　　

    

    

　　 　　

 
　　

　

　　

　

　 　

　　 　　

　　 　　

　 　 　

　　 　　

 
　

　

　

　　　 　

　

　　

　

　

　

　

　　

　

　

　

　　

　

　

　

　　 　　

 
　

　

　

　　　 　

　

　　

　

　

　

　

　　

　

　

　

　　

　

　

　

　　 　　

　　　

 
　

　

　

　

　

　　

　

　

　

　

　　

　

　

　

　　

　

　

　

　　 　　

　

　

　

　 　

     

　　　　　　　　　 　　　　　　　　

 

　

　 

　　　　　　　 　 　

　 　 　

　　　　　　 　　　　　　　

　　　　　　 　　　　　　　

　

　

　

　

　

　

　

　　

　 　 

  

 

　 　 

　  　

　 　

　　

    

    

　　 　　

 
　 

　

　　

　

　 　

　　 　　

　　 　　

　 　 　

　　 　　

3 「応用研究」の説明
文の記述の変更

「応用研究」の説明文の記述の１行目「基礎研究によって発見された知識を
利用して」を削除
①調査票甲(企業等Ａ及びＢ共通）
〔第５面〕

②調査票乙（非営利団体・公的機関）
〔第５面〕

①調査票甲(企業等Ａ及びＢ共通）
〔第５面〕

②調査票乙（非営利団体・公的機関）
〔第５面〕

応用研究の説明文の記述を、フラスカ
チ・マニュアルに準拠しつつ、記述の簡
素化を図るために変更する。

 
　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

 
　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

百万 十万 万

【９】 理学、工学、農学、保健の性格別研究費を記入してください
○　「【8】社内で使用した研究費」の「総額」のうち理学、工学、農学、保健の自然科学に関する研究費を性格

○によって分類し記入してください。分類単位は原則として研究テーマごとに行いますが、それが困難な場合に

○は、研究者又は研究室ごとに分類しても差し支えありません。

総○○○額 千億 百億

開 発 研 究 費 ③

○分類の一般的定義は以下のとおりです。

①　基礎研究

○○特別な応用、用途を直接に考慮することなく、仮

○説や理論を形成するため又は現象や観察可能な事実

○に関して新しい知識を得るために行われる理論的又

○は実験的研究をいいます。

②　応用研究

○○基礎研究によって発見された知識を利用して特定

　の目標を定めて実用化の可能性を確かめる研究や、

　既に実用化されている方法に関して新たな応用方法

　を探索する研究をいいます。

③　開発研究

○○基礎研究、応用研究及び実際の経験から得た知識

○の利用であり、新しい材料、装置、製品、システム、

○工程等の導入又は既存のこれらのものの改良をねら

○いとする研究をいいます。

円

(099～101の計）

基 礎 研 究 費 ①

応 用 研 究 費 ②

十億 億 千万

円

【12】 理学、工学、農学、保健の性格別研究費を記入してください
○　「【11】内部で使用した研究費」の「総額」のうち理学、工学、農学、保健の自然科学に関する研究費を性

　格によって分類し記入してください。分類単位は原則として研究テーマごとに行いますが、それが困難な場合

○には、研究者又は研究室ごとに分類しても差し支えありません。

総○○○額 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万

(396～398の計）

基 礎 研 究 費 ①

応 用 研 究 費 ②

開 発 研 究 費 ③

○分類の一般的定義は以下のとおりです。

①　基礎研究

○○特別な応用、用途を直接に考慮することなく、仮

○説や理論を形成するため又は現象や観察可能な事実

○に関して新しい知識を得るために行われる理論的又

○は実験的研究をいいます。

②　応用研究

○○基礎研究によって発見された知識を利用して特定

　の目標を定めて実用化の可能性を確かめる研究や、

　既に実用化されている方法に関して新たな応用方法

　を探索する研究をいいます。

③　開発研究

○○基礎研究、応用研究及び実際の経験から得た知識

○の利用であり、新しい材料、装置、製品、システム、

○工程等の導入又は既存のこれらのものの改良をねら

○いとする研究をいいます。

 
　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　 　 

　 　 

　  　

　

　

　

　

　

　

　　　　　　　 　 　

 

　

　 

　

　

　

　

　

　

 
　

　

 
　 

　

　　

　 　 　

　　 　　

    

    

　　 　　

　　 　　

　　 　　

　 　

　　

    

    

　　 　　

 
　　

　

　　

　

　 　

　　 　　

　　 　　

　 　 　

　　 　　

円

【12】 理学、工学、農学、保健の性格別研究費を記入してください
○　「【11】内部で使用した研究費」の「総額」のうち理学、工学、農学、保健の自然科学に関する研究費を性

　格によって分類し記入してください。分類単位は原則として研究テーマごとに行いますが、それが困難な場合

　には、研究者又は研究室ごとに分類しても差し支えありません。

総　　　額 　分類の一般的定義は以下のとおりです。

①　基礎研究

　　特別な応用、用途を直接に考慮することなく、仮

　説や理論を形成するため又は現象や観察可能な事実

　に関して新しい知識を得るために行われる理論的又

　は実験的研究をいいます。

②　応用研究

　　特定の目標を定めて実用化の可能性を確かめる研

　究や、既に実用化されている方法に関して新たな応

　用方法を探索する研究をいいます。

③　開発研究

　　基礎研究、応用研究及び実際の経験から得た知識

　の利用であり、新しい材料、装置、製品、システム、

　工程等の導入又は既存のこれらのものの改良をねら

　いとする研究をいいます。

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万

（　　～　　の計）

基 礎 研 究 費 ①

応 用 研 究 費 ②

開 発 研 究 費 ③

 
　

　

　

　　　 　

　

　　

　

　

　

　

　　

　

　

　

　　

　

　

　

　　 　　

応 用 研 究 費 ②

開 発 研 究 費 ③

十万総　　　額 千億

【９】 理学、工学、農学、保健の性格別研究費を記入してください
○　「【8】社内で使用した研究費」の「総額」のうち、理学、工学、農学、保健の自然科学に関する研究費を性格

　によって分類し記入してください。分類単位は原則として研究テーマごとに行いますが、それが困難な場合に

　は、研究者又は研究室ごとに分類しても差し支えありません。

　分類の一般的な定義は以下のとおりです。

①　基礎研究

　　特別な応用、用途を直接に考慮することなく、仮

　説や理論を形成するため又は現象や観察可能な事実

　に関して新しい知識を得るために行われる理論的又

　は実験的研究をいいます。

②　応用研究

　　特定の目標を定めて実用化の可能性を確かめる研

　究や、既に実用化されている方法に関して新たな応

　用方法を探索する研究をいいます。

③　開発研究

　　基礎研究、応用研究及び実際の経験から得た知識

　の利用であり、新しい材料、装置、製品、システム、

　工程等の導入又は既存のこれらのものの改良をねら

　いとする研究をいいます。

万 円

（　　～　　の計）

基 礎 研 究 費 ①

百億 十億 億 千万 百万
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変更内容 変更案 変更前 変更理由

 
　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

 
　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

 
　

　

　

　

　

　

　

 
　

　

　

　

　

　

　

　

 
　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　 　 

　 　 

　  　

　

　

　

　

　

　

　　　　　　　 　 　

 

　

　 

　

　

　

　

　

　

 
　

　

 
　 

　

　　

　 　 　

　　 　　

    

    

　　 　　

　　 　　

　　 　　

　 　

　　

    

    

　　 　　

 
　　

　

　　

　

　 　

　　 　　

　　 　　

　 　 　

　　 　　

 
　

　

　

　　　 　

　

　　

　

　

　

　

　　

　

　

　

　　

　

　

　

　　 　　

 
　

　

　

　　　 　

　

　　

　

　

　

　

　　

　

　

　

　　

　

　

　

　　 　　

　　　

 
　

　

　

　

　

　　

　

　

　

　

　　

　

　

　

　　

　

　

　

　　 　　

　

　

　

　 　

     

　　　　　　　　　 　　　　　　　　

 

　

　 

　　　　　　　 　 　

　 　 　

　　　　　　 　　　　　　　

　　　　　　 　　　　　　　

　

　

　

　

　

　

　

　　

　 　 

  

 

　 　 

　  　

　 　

　　

    

    

　　 　　

 
　 

　

　　

　

　 　

　　 　　

　　 　　

　 　 　

　　 　　

「応用研究」の説明
文の記述の変更（続
き）

③調査票丙（大学等）
〔第６面〕

③調査票丙（大学等）
〔第６面〕

 
　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

 
　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

 
　

　

　

　

　

　

　

 
　

　

　

　

　

　

　

　

円

【10】 理学、工学、農学、保健の性格別研究費を記入してください
○　「【９】内部で使用した研究費」の「総額」のうち理学、工学、農学、保健の自然科学に関する研究費を性

○格によって分類し記入してください。分類単位は原則として研究テーマごとに行いますが、それが困難な場合

○には、研究者又は研究室ごとに分類しても差し支えありません。

総○○○額 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万

(633～635の計）

基 礎 研 究 費 ①

応 用 研 究 費 ②

開 発 研 究 費 ③

○分類の一般的定義は以下のとおりです。

①　基礎研究

○○特別な応用、用途を直接に考慮することなく、仮

○説や理論を形成するため又は現象や観察可能な事実

○に関して新しい知識を得るために行われる理論的又

○は実験的研究をいいます。

②　応用研究

○○基礎研究によって発見された知識を利用して特定

　の目標を定めて実用化の可能性を確かめる研究や、

　既に実用化されている方法に関して新たな応用方法

　を探索する研究をいいます。

③　開発研究

○○基礎研究、応用研究及び実際の経験から得た知識

○の利用であり、新しい材料、装置、製品、システム、

○工程等の導入又は既存のこれらのものの改良をねら

○いとする研究をいいます。

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　 　 

　 　 

　  　

　

　

　

　

　

　

　　　　　　　 　 　

 

　

　 

　

　

　

　

　

　

 
　

　

 
　 

　

　　

　 　 　

　　 　　

    

    

　　 　　

　　 　　

　　 　　

　 　

　　

    

    

　　 　　

 
　　

　

　　

　

　 　

　　 　　

　　 　　

　 　 　

　　 　　

 
　

　

　

　　　 　

　

　　

　

　

　

　

　　

　

　

　

　　

　

　

　

　　 　　

円

【10】 理学、工学、農学、保健の性格別研究費を記入してください
○　「【11】内部で使用した研究費」の「総額」のうち理学、工学、農学、保健の自然科学に関する研究費を性

　格によって分類し記入してください。分類単位は原則として研究テーマごとに行いますが、それが困難な場合

　には、研究者又は研究室ごとに分類しても差し支えありません。

総　　　額 　分類の一般的定義は以下のとおりです。

①　基礎研究

　　特別な応用、用途を直接に考慮することなく、仮

　説や理論を形成するため又は現象や観察可能な事実

　に関して新しい知識を得るために行われる理論的又

　は実験的研究をいいます。

②　応用研究

　　特定の目標を定めて実用化の可能性を確かめる研

　究や、既に実用化されている方法に関して新たな応

　用方法を探索する研究をいいます。

③　開発研究

　　基礎研究、応用研究及び実際の経験から得た知識

　の利用であり、新しい材料、装置、製品、システム、

　工程等の導入又は既存のこれらのものの改良をねら

　いとする研究をいいます。

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万

（　　～　　の計）

基 礎 研 究 費 ①

応 用 研 究 費 ②

開 発 研 究 費 ③
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